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第１章 事業の構成機関・構成員 

1-1. 構成員 

（１） 教育機関 

名称 役割等 都道府県名 

１ 学校法人 YIC学院  

YIC情報ビジネス専門学校 

◎事業推進委員 

◎カリキュラム作成委員 

企業連携委員 

調査・普及委員 

山口県 

２ 学校法人 YIC学院 経営管理部 

常務理事 

経営戦略課・地域連携事業室 

管理課等 

事業推進委員 

カリキュラム作成委員 

企業連携委員 

◎調査・普及委員 

山口県 

３ 学校法人 YIC学院  

社会事業本部・事務統括 

事業企画推進室 

事業推進委員 

◎企業連携委員 

山口県 

４ 学校法人 YCI学院（京都） 調査・普及委員 京都府 

５ 大分大学 IRセンター 事業推進委員 大分県 

６ 山口大学大学院 技術経営研究科 カリキュラム作成委員 山口県 

７ 国際電子ビジネス専門学校 

ICTマネジメント科 

調査・普及委員 沖縄県 

 

（２）企業・団体 

名称 役割等 都道府県名 

１ 山口県情報産業協会 カリキュラム作成委員 山口県 

２ 山口県中小企業家同友会 企業連携委員 山口県 

３ 株式会社進研アド 

（ベネッセグループ） 

調査・普及委員 大阪府 

４ 株式会社宇部情報システム 企業連携委員 山口県 

５ 株式会社 KUNO 企業連携委員 東京都 
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（３）行政機関・その他 

名称 役割等 都道府県名 

１ 山口労働局職業安定部 事業推進委員 山口県 

２ 山口県産業労働部 事業推進・企業連携委員 山口県 

 

1-2 事業の実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-3 各委員の役割 

〇教育機関 

機関名 具体的な役割 

事業推進委員会  ３回委員会（10・12・2月） 

・YIC学院、YIC情報ビジネス 

・行政機関（山口労働局、山口県） 

・学識協力者（大分大学） 

カリキュラム作成委員会 

３回委員会 

（10・12・2月） 

・YIC情報ビジネス 

・企業（山口県情報産

業協会） 

・学識協力者（山口大

学大学院） 

企業連携委員会 

３回委員会 

（10・12・2月） 

・YIC学院 

・行政機関（山口県産業労

働部） 

・団体（山口県中小企業家

同友会） 

・企業（宇部情報システム、

KUNO） 

調査・普及委員会 

３回委員会 

（10・12・2月） 

・YIC学院 

・YIC情報ビジネス 

・企業（進研アド） 

・教育（KBC学園、YIC

学院（京都）） 

事務局（調整・運営） YIC学院 

・ 
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学校法人 YIC学院 統括本部 

YIC情報ビジネス専門学校 

 情報ビジネス科（認定課程） 

経営管理部 社会事業本部 

・全体統括管理運営（予算・進捗、目標と成果の

調整、各委員会連携、運営等）、事務局 

・実証講座実施、カリキュラム作成 

学校法人 YIC学院（京都） 

〈専〉ＹＩＣ京都工科自動車大学校 

 自動車整備科（認定課程） 

・情報共有、調査・普及への連携 

国際電子ビジネス専門学校 

 ICTマネジメント科（認定課程） 
・情報共有、普及への連携 

以下、教育機関所属学識者 

山口大学大学院 技術経営研究科 ・カリキュラムについての助言 

大分大学 IRセンター ・調査、エビデンスの分析活用についての助言 

 

〇企業・団体 

機関名 具体的な役割 

山口県情報産業協会 ・業界、企業への情報提供 

山口県中小企業家同友会 ・調査・実証の連携、各団体・企業への情報提供 

株式会社進研アド ・調査、プログラム開発についての助言 

株式会社宇部情報システム ・調査・実証の連携 

株式会社 KUNO ・調査・実証の連携 

 

〇行政機関・その他 

機関名 具体的な役割 

山口労働局職業安定部 ・カリキュラム、企業、調査の情報共有 

山口県産業労働部 ・調査・検証の連携、各団体・企業への情報提供 
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第２章 事業の内容 

2-1 事業の趣旨・目的 

経済財政運営と改革の基本方針 2023（令和 5年 6月 16日閣議決定）において、成長分野への学部再編や

先端技術に対応した高専教育の高度化などによる学びの転換の促進、未来を支える高度専門人材を育成する

専門学校等の機能強化が重要課題として指摘されています。 

 一方、民間調査では、IT関連製品・サービスを提供する ITベンダーやユーザ企業の情報システム部門で活

躍する IT人材が 2030年には 45万人不足するとの試算もあり、地方における IT人材不足への対応も急務で

す。特に、2024年問題も重なり、働き盛りの若者人口が少ない地方都市では、コロナ禍後の経済活動活発化に

伴い人材不足が深刻化しています。山口県中小企業家同友会では、会員企業の人材不足解消に向け、山口県

と連携して採用強化に取り組んでいます。また、山口県は産業活性化・人口減少対策として、魅力ある働き先と

しての企業誘致にも力を入れています。誘致企業にとって人材採用・育成は大きな魅力となるため、地域密着型

の職業教育機関との連携が不可欠です。 

 本事業では、以上のような地域ニーズに応えるため、中小企業で働くために必要とされる「汎用的かつ多様

な能力・スキルを強みとし、協働的な働き方で ICT技術を駆使して積極的に課題解決に取り組める人材」を育成

する学科を構築します。 

2-2 当該モデルが必要な背景について 

（１）全国的な IT人材育成課題 

① ICT技術の発展により、従来型の一般職としてのパソコン利用技術だけでは、就職 

先に対応できなくなった。 

②地方の中小企業においては、１つの職種に絞った人材ではなく、ビジネスと ICT技術を複合的に融合できる

人材が不足している。 

③地方の中小企業内で、就業している社員に新規技術を習得させる時間が確保できない。 

④高校生が地元就職したい中小企業理解が不足しており、魅力ある学習内容を提供できる学部・学科がない。 

⑤情報系職種対象への地方中小企業との連携ができていない。 

 

（２）地方都市における IT人材育成課題 

①人口減少と高齢化 

   多くの地方都市では人口減少と高齢化が進行しており、労働力不足や市場の縮小が深刻な問題となって

いる。 

②デジタル化の遅れ 
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   デジタル技術の導入が遅れている地方企業も多く、生産性や競争力の向上に遅れ 

が生じる。 

   また、デジタル技術に興味があっても、現役社員では現状の業務が忙しく、新規の技術習得ができていな

い。 

③人材確保の難しさ 

   優秀な人材が都市部に流出しやすく、地方都市では専門的なスキルを持つ人材の確保が難しい。その中

でも比較的大学生は、大手企業を好む傾向にあり、専門学生が中小企業の担い手になっている。 

④企業の人材育成難 

   都市部に比べ中小企業の割合が多く、１人が担当する業務幅が広く、採用後の人 

材育成が難しくなっている。 

 

上記の課題に対して、地方自治体や企業と専門学校が協力し合い、様々なビジネス上の課題を解決できる

「デジタル分野に強いビジネスパーソン」の育成と輩出する取り組みが求められている。 

また、従来の専門学校ビジネス系学科は、ビジネスマナー、簿記会計、パソコンスキル中心のカリキュラムで

あるが、本モデルのような、企業のニーズとシーズを調査分析、個々のビジネス教育とデジタル・IT スキルの融

合、地方中小企業ならではの多様な業務に適応できる”課題解決型人材”を育成する実践的カリキュラム開発

が求められている。 

 

（３）特に地方都市での IT人材育成課題 

①地方における地域中小企業の IT人材ニーズと高校生の学習環境の乖離 

   地方の中小企業は、単に IT スキルを持つ人材だけでなく、地域に根差した課題解決能力やコミュニケーシ

ョン能力、協調性などを備えた人材を求めている。しかし、従来の高校教育では、こうしたニーズに十分に

応えられるカリキュラムがまだ整備されておらず、地方の高校生は、進学先や就職先で必要とされるスキル

を十分に身につけることができない状況にある。 

②高校生の進学先傾向と県内 IT人材育成 

    令和 4､5年度の学校基本調査によると山口県の高校生 9980人のうち大学短大進学者が 5,479 人、うち県

内進学者が 27.4％となっており大学進学層の流出は多くなっている。 

一方で、専修学校進学は 1740 人のうち県内専門課程入学者 1260 人で 72.4％となっており地元進学傾向

が高い。県内中小企業のニーズに合う、さらに魅力あるカリキュラムで地元経済活性化の一翼を担う新学

科設置が望まれる。 

 

（４）背景をふまえた上での本事業の特徴 

①企業とともに学び成長する開発カリキュラム 

山口県教育委員会による「第 3 期山口県まち・ひと・しごと創生総合戦略」において、地域経済の活性化と

持 続 可 能 な 地 域 社 会 の 実 現 に 向 け た 取 り 組 み が 推 進 さ れ て い ま す 。

（https://www.pref.yamaguchi.lg.jp/soshiki/19/11463.html） 

※総合戦略より一部抜粋 １．産業振興における雇用の創出（１）デジタル技術の活用による新たなビジネ
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スの創出、（４）地域の雇用を支える中堅・中小企業の応援、２．時代を担う人材の育成と新たな人の流れ

の創出・拡大（２）若者や女性のやまぐちへの定着促進、４．時代に対応した持続可能な地域社会の形成

（１）デジタルの力を活用した豊かな社会づくり等 

上記の通り、本事業において企業と共に創る新規教育カリキュラムは、この戦略に合致した人材育成を可

能にし、地域経済の活性化と持続可能な地域社会の実現に大きく貢献します。 

②誘致企業との人材育成と採用不安減による誘致安定化 

誘致企業にとって、人材採用は大きな課題である。本事業は、誘致企業と連携して開発するカリキュラムに

より最先端の企業が求める人材を効率的に育成し、地方における採用不安を減少させ、総合戦略に掲げら

れた KPI 40件の成約向上に貢献し地域経済の活性化に寄与します。 

③YICの最先端の募集広報ノウハウの活用 

YIC 学院において、広報マーケティング部門における戦略的ブランディングと Web マーケティングの知見と

実績がある。そのため、対象年度の高校生が進学し学び・働きたくなる仕組みづくりを企業と連携して入学

者・就職者数安定化のノウハウを構築出来ます。 

 

 

 

 

 

 

 

  ④YICの委託事業実績からの展開 

   令和３年度「DX 等成長分野を中心とした就職・転職支援のためのリカレント教育推進事業」において、当法

人にて「課題解決型 DX人材育成プログラム（観光・サービス業を中心として）」として委託事業を行い、観光

業界に特化して調査を行い求職者向けの DX 人材育成プログラム開発を行なっている。この調査を根拠と

して、広く中小企業のビジネス分野にて求められているユーザーサイドで活躍する人材養成を産学連動し

て行うことで、採用不足にも対応する社会システムを構築します。 

     ※webサイト  https://www.yic.ac.jp/monka-itaku/2022/ 

2-3 開発講座の概要 

（１）学科名 仮称 「地域共創ビジネス IT科」  

未来を支えるデジタルスキル、アントレプレナーや地域課題発見解決等の多彩な科目を加えた新設学科 

 

（２）新設学科の目的 

ビジネス基礎知識とデジタル技術を学び、地域や企業が抱える様々な課題に対して、デジタル技術を活用

して、コミュニケーション活動により多様な発想から、地域の具体的かつ実践的な体験活動を通じて、新たな

解決方策やイノベーションを創出し、デジタル社会の実現に貢献できる人材育成を目指す。 

(人) 参考：事業年度の高校生数予測値 
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（３）学科新設の背景と規模 

   企業は、ビッグデータなどのデータと AIや IoTを始めとするデジタル技術を活用して、業務プロセスを改善

するという従来の業務の延長上だけでなく、企業が取り扱う製品やサービス、ビジネスモデルそのものを変革

する。つまり、組織、企業文化、風土を改革し、社会での優位性を確立することにある。 

従来の情報ビジネス科は、デジタル技術を活用した改善・効率化を推進する人材育成を行なってきた。今

後は、組織変革を推進する上で、デジタル技術を前提として、ビジネスモデルを変革して、新たな企業の成

長・競争力強化につなげる DX推進者であり実践者を育成する。 

現実課題をもとに企業と学校がこれまで以上に連携して人材育成を行う 30名を目処とした産学連携実践

モデルを作る。 

 

（４）具体的な科目（案） 

科目 1年生 2年生 

授
業
科
目 

リテラシー分野 デジタルシティズンシップ、Well-Being、キャリアデザイン、語学 

IT分野 ITスキル（ITパスポートレベル）、 

DXスキル（ローコード開発、RPA、生成 AI）、 

ネットワーク利用技術（サービス・クラウド・ＳＮＳなど） 

ビジネス分野 財務会計、人事、法務、マーケティング（ビッグデータマーケティ

ング、デジタルマーケティング） 

コミュニケーション・連携・

交流分野 

マナープロトコール、コミュニケーション、アントレプレナー、国際

交流 

地域課題発見解決分野 フィールドワーク（地域・海外）、長期企業実習 

【本事業で重点的に開発する科目】 

地域産業研究、PBL入門（企業訪問など）、PBL（オーダーメイド

型企業 DX課題解決） 

育成方法 ビジネススキル、IT/DXスキルを実践的課題解決学習におい

て、選択的融合的に用い、現実課題への取組みと産学連係に

よる経験学習にて修得 

 

現在開講している工業専門課程（情報工学科、メディアデザイン科）、商業実務専門課程（情報ビジネス科）

にて実施している学科の教育課程およびこれまでの文科省委託事業成果および現在行なっている厚生労働

省委託事業成果を参考に ITスキルを参照する。それ以外については、今後委員会の内外関係者が開発す

る。なお、中小企業の現在抱える課題を企業人と学生そして教員が連携して解決するために主体的に学びを

行い、実践的に取り組んでいく学習を行うことで、実務能力となるように実習する。厚生労働省委託事業成果

サイト （https://yic-ict.com/） 

 

 

 

https://yic-ict.com/
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（５）実践的な主な授業内容 

 ①地域産業研究 

内容 山口県や全国の地方都市が直面する具体的な課題に対して、データを活

用した解決案を提案する。 

テーマ（例） ・人材不足・採用の伸び悩みへの解決案 

・業務効率化への解決案 等 

活動の流れ ①課題分析 

 グループ内でデータを分析し、問題の原因を探る 

②解決案の提案 

 分析結果を基に、解決策を考察 

③発表 

 グループごとに解決策を発表し、他のグループや指導教員からフィードバ

ックを受ける 

 

 ②PBL入門（机上調査や企業訪問など） 

内容 データ収集や実際に中小企業に訪れ、中小企業が直面する課題を調査し、

データに基づいた解決案を提案する。 

訪問場所 地域（山口県内）中小企業 

活動の流れ ①調査準備 

 事前にデータや情報を収集し、調査企業や業界分野についての予備知識

を持つ 

②現地訪問 

 対象企業で直面する具体的な問題 

 （人材、デジタル化など）を現地で観察・調査 

③問題分析 

 現地で得た情報を基に、問題の原因や影響を分析 

④解決案の考察 

 得られたデータと現地の観察結果をもとに、具体的な解決案を考察 

⑤報告書作成 

 調査結果と解決案をまとめた報告書を作成し、発表 

 

 ③PBL（オーダーメイド型 PBL、企業 DX課題解決） 

内容 PBL入門を深堀するために、業種に合わせた PBLユニットを選択実施し、

データを活用した課題解決案をプレゼンする。 

期間 １～３カ月程度 

対象企業 地域企業（５業種程度） 
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活動内容 ①初期調査：対象企業と共同で PBL メニューを選択、決定 

②PBLユニット実施：企業提供されたデータやオープンデータをもとに、課

題の詳細な分析を行う 

③課題解決案の提案：分析結果を基に、具体的な課題解決策を提案。後日

プレゼンテーションを行い、企業からのフィードバックを受ける 

 

更に、企業への地域課題および人材スキルニーズを調査から抽出し、先行している高等教育機関等の

教育課程等を調査することで、山口県内の企業を対象としたカリキュラム・人材像を設定していく予定であ

る。なお、内外の人材および企業および学校と連携して、内部保有教育資源を補完する形で運用を可能と

し、変化スピードの速い社会に対応するために、オンラインによる教育環境の整備と学習そのものを DX化

することで、体験的な学習（いかに学ぶか）により、学び続ける主体的なリスキリングマインドを養成すること

を検討している。 

 

2-4 計画の全体像 

３か年間の事業計画は以下の通り 

【１年目】  

（１）事業実施体制の構築(10月～） 

   各３回委員会実施（ハイブリット形式） 

・事業推進委員会 

・カリキュラム作成委員会 

・調査・普及委員会 

・企業連携委員会 

   事務局にて調整して運営 

（２）「調査・普及」 

・中小企業・誘致企業人材ニーズ調査  （アンケート調査） 

・中小企業・誘致企業人材ニーズ調査  （ヒアリング調査） 

・中小企業・誘致企業事業説明・協力依頼   

・高校生地域進路意識調査 （アンケート調査） 

・高校生地域中小企業説明会実施 

・専門学校生地域就職意識調査 （アンケート調査、ヒアリング調査） 

（３）「カリキュラム作成」 

・大学・専門学校等文献調査 

・年限・カリキュラム案作成 

    （科目名・時間数・おもな学習内容・目標） 

（４）「企業連携」 
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・連携中小企業・誘致企業選定 

・連携内容検討 

（５）「成果報告等」 

・調査報告書 作成・印刷 

・カリキュラム案 作成   

・年間報告書 作成 

・ホームページ作成 

    （ポータルサイト新規作成含む） 

【２年目】  

（１）事業実施体制の構築(６月～） 

  各５回委員会実施（ハイブリット形式） 

  ・事業推進委員会 

  ・カリキュラム作成委員会 

  ・調査・普及委員会 

  ・企業連携委員会 

  事務局にて調整して運営 

（２）「調査・普及」 

・中小企業・誘致企業カリキュラム案意見調査 

    （ヒアリング調査）  

・高校生地域中小企業説明会実施 

・専門学校生地域就職意識調査 

    （ヒアリング調査） 

・高校生対象 PR動画作成 

（３）「カリキュラム作成」 

・科目別シラバス・コマシラバス作成 

・一部教材（動画含む）作成 

・一部実証講座 実施 

・教員研修 

（４）「企業連携」 

・連携中小企業・誘致企業連携先交渉 

・海外研修先選定交渉 

（５）「成果報告等」 

・事業 PR動画 

・シラバス・コマシラバス・教材作成   

・年間報告書 作成 

・新設学科申請書 作成準備 

・ホームページ作成 
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【３年目】  

（１）事業実施体制の構築(６月〜） 

  各５回委員会実施（ハイブリット形式） 

  ・業推進委員会 

  ・カリキュラム作成委員会 

  ・調査・普及委員会 

  ・企業連携委員会 

  事務局にて調整して運営 

（２）「調査・普及」 

・中小企業・誘致企業求人調査  （アンケート調査） 

・中小企業・誘致企業学科説明・協力依頼 

・高校生地域進路調査  （アンケート調査） 

・高校生地域中小企業説明会実施 

・高校生対象 PR動画 作成 

（３）「カリキュラム作成」 

・科目別シラバス・コマシラバス（改訂） 

・一部教材（動画含む）作成 

・一部実証講座 実施 

・教員研修 

（４）「企業連携」 

・連係中小企業・誘致企業 PBL・企業実習実証 

・企業対象学科説明会 

（５）「成果報告等」 

・調査報告書 作成・印刷 

・カリキュラム案 作成   

・成果報告書 作成 

・新設学科申請書 提出 

・ホームページ作成 
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第３章 今年度の具体的活動内容 

3-1 今年度実施の概要 

事業計画を基本に、事業推進委員会における委員からの意見に基づき、年度の計画を進めていく。なお、調

査結果および委員会による委員からの助言により、開発内容の検討を平行して進めていき、委託事業後の知見

となるように、運用記録も行う。 

令和６年度は、「企業・高校生・専門学校生の調査と連携企業の選定・内容検討、カリキュラム開発の案作成」を

行うこととする。 

3-2 設置・実施した委員会 

１）事業推進委員会 3回 

第 1回 令和 6年 10月 23日（水） 15時 30分～17時 00分 

第 2回 令和 6年 12月 23日（月） 15時 30分～17時 00分 

第 3回 令和 7年 2月 20日（木） 15時 30分～17時 00分 

２）カリキュラム作成委員会 3回 

第 1回 令和 6年 10月 16日（水） 15時 30分～17時 00分 

第 2回 令和 6年 12月 12日（木） 15時 30分～17時 00分 

第 3回 令和 7年 2月 14日（金） 15時 30分～17時 00分 

３）企業連携委員会 3回 

第 1回 令和 6年 10月 15日（火） 15時 30分～16時 00分 

第 2回 令和 6年 12月 19日（木） 15時 30分～17時 00分 

第 3回 令和 7年 2月 19日（水） 15時 30分～17時 00分 

４）調査・普及委員会 3回 

第 1回 令和 6年 10月 7日（月） 10時 30分～12時 00分 

第 2回 令和 6年 11月 29日（金） 13時 00分～14時 30分 

第 3回 令和 7年 2月 12日（水） 10時 30分～12時 00分 
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3-3 実施した調査 

（１）中小企業・誘致企業人材ニーズ調査 ※報告書後述 資料１３－１、 １３－２ 

調 査 名 中小企業・誘致企業人材ニーズ調査 

調 査 目 的 地域中小企業・誘致企業が求める人材像を把握し、工業専門課程のカリキュラ

ム開発に反映する 

地域産業の課題や将来展望を理解し、それに対応した人材育成プログラムを検

討する 

調 査 対 象 地域中小企業及び誘致企業 

調 査 手 法 定量）アンケート調査（２００件程度）、定性）１０件程度：個別面談調査 

調 査 項 目 ①企業規模、業種、従業員数 ②求める人材の職種、スキル、社会人基礎力 ③

今後の事業展開の課題と展望 ④採用活動・人材の問題点 ⑤OJTの内容 

分 析 内 容 

（ 集 計 項 目 ） 

①求める人材の職種・スキル・経験の需要度 ②企業規模・業種別の求める人

材像 ③今後の事業展開における課題と展望の共通点・相違点 ④現在の採用

活動・人材の問題抽出⑤OJTの内容分析（３つの観点：マインド面、ポータブル

スキル面、テクニカルスキル面） 

調 査 結 果 山口県内の中小企業と山口県へ誘致対象となっている企業を対象とした。 

調査件数 200企業、回収 有効回答数 54件（有効回収率 27.0％） 

 

調査結果の概要 

（１）企業属性 

企業規模: 小規模企業が大半を占め、従業員 20人以下の企業が約 8割であ

った。 

業種: 卸売業・小売業が最も多く、多様な業種から回答が集まった。 

売上高: 1億円～5億円未満の企業が最も多く、中小企業が中心であった。 

 

（２）人材に関する意識 

人材の重要性: 従業員満足の向上や利益の増加を重視する企業が多く、人材

の重要性を認識していた。 
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求める人材像: 前向きで素直な姿勢、会社の方針への理解、コミュニケーション

能力などを求める企業が多い。特別な能力よりも、基本的な仕事に対する姿勢

を重視する傾向が見られた。 

IT人材: ITツールの活用は進んでいるものの、IT人材の不足が課題となってい

た。 

新卒採用: 高校卒業生の採用に関心を持つ企業は少ないが、専門学校卒業生

に対しては、実務に直結するスキルやビジネスの基本を身につけてほしいとい

う期待があった。 

 

（３）人材育成 

OJT: OJTを実施している企業は少なかった。 

人材育成の課題: OJTの仕組みやカリキュラムが未整備な企業が多く、人材育

成の体系化が課題となっていた。 

 

（４）採用活動 

採用課題: 求める人材の理想が高く、人材不足に悩んでいる企業が多かった。 

専門学校への期待: 実務に直結するスキルやビジネスの基本を身につけてほ

しいという期待があった。 

（５）分析結果と考察 

本調査の結果から、山口県内企業は、人材の重要性を認識しつつも、人材不足

や IT人材の不足といった課題を抱えていることが明らかになった。特に、中小

企業においては、人材育成に十分な時間やリソースを割くことが難しいという課

題が顕在化している。 

また、OJTの未整備や人材育成の体系化が遅れているなど、人材育成面でも

課題が見られる。これは、中小企業が人材育成のノウハウ不足や、人材育成に

係る費用負担を懸念していることが一因と考えられる。 

構築しようとして

いるモデルの検

討にどのように 

反映させるか（活

用 手 法 ） 

①工業専門課程のカリキュラム開発 ②地域産業に特化した人材育成プログラ

ムの検討 ③企業との連携強化による実習・就職機会の創出   ④実践的な

OJT内容データ提示とカリキュラム反映 
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（２）高校生地域進路意識調査 ※報告書後述 資料１４ 

調 査 名 高校生地域進路意識調査 

調 査 目 的 高校生の地域進路意識、進学・就職希望状況を把握し、工業専門課程の必要

性を検討する 

高校生の地域将来に対する希望や不安を理解し、進路選択支援に役立てる 

調 査 対 象 高校生 ５校程度 １～３年生 

調 査 手 法 定量的）アンケート調査 

調 査 項 目 ①進路希望（進学・就職・その他）②希望する進路先（大学・専門学校・企業

等）③将来の夢（職種）④社会人基礎力１２項目⑤地域に対する意識⑥専修学

校に対するイメージ、期待、どんな価値があれば進学するのか？（資格・就職

率・就職先・就職先の初任給・有名企業等）⑦良く見る SNS と進路情報取得

経路 

分 析 内 容 

（ 集 計 項 目 ） 

①進路希望状況と割合（進学・就職・その他）②希望する進路先（大学・専門学

校・企業等）の割合③将来像の内容④地域に対する意識⑤専修学校に対する

イメージ、期待度、どんな価値があれば進学するのか？（資格・就職率・就職

先・就職先の初任給・有名企業等） 

調 査 結 果 山口県内の高等学校複数校の生徒（1～3年生）を対象とした。 

調査人数 1000人、回答 576名、回答率 57.6％ 

 

調査結果、主要な傾向と考察 

・進路選択の多様化と地域への意識 

・進学希望: 進学希望者が全体の半数以上を占め、大学、専門学校、短大へ

の進学を検討している。 

・進学先: 県内と県外の進学を希望する割合がほぼ同数であり、地元への愛

着と同時に、より広い世界へ羽ばたきたいという意欲も強いことが伺える。 

・将来のキャリア: 医療・福祉、美容、ITなど、多岐にわたる分野への関心が

みられる。また、具体的な職業名まで回答している学生もおり、将来像を明確

に描いている学生が多いことがわかる。 

 

専門学校への期待と不安 
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・専門学校への期待: 専門学校は、短期間で専門的な知識やスキルを習得で

きる点、就職に強い点が評価されている。 

・専門学校への不安: 一方で、専門学校に関する情報不足や、大学との比較

における優位性について疑問を持つ学生も一定数存在する。 

 

山口県へのイメージ 

・地元への愛着: 山口県への愛着は根強く、自然や人情味といったポジティブ

なイメージを持つ学生が多い。 

・地域への貢献: 地元の企業に就職したいと考えている学生もおり、地域への

貢献意識が高いことが伺える。 

 

SNS利用状況 

・SNSの浸透: 現代の高校生は、SNSを日常的に利用しており、情報収集やコ

ミュニケーションの手段として活用している。 

・情報発信: SNS上で積極的に情報発信を行っている学生も少なくないことか

ら、自己表現の場として利用していることがわかる。 

 

専門学校に関する詳細分析 

・専門学校の魅力:資格取得、実践的な学び、短期間での就職といった点が魅

力として挙げられている。 

・専門学校への不安: 学費が高い、情報が少ない、大学との違いがよくわから

ないといった点が不安として挙げられている。 

・専門学校への期待: 専門学校では、自分の興味のある分野を深く学べると期

待している。 

 

キャリアプランに関する分析 

・自己評価: 自身の能力については、客観的な自己評価ができている学生が

多い一方で、将来のキャリアについては、まだ漠然としたイメージを持っている

学生もいる。 

・仕事選びの基準: 好きなこと、得意なこと、将来の安定などを重視しており、

多様な価値観に基づいて仕事を選んでいることがわかる。 
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その他 

・山口県へのイメージ: 山口県を「のどかで安心できる」「自然が多い」と評価す

る一方で、「交通機関が少ない」「人が少ない」といったネガティブなイメージを

持つ学生もいる。 

・進路相談: 親や学校の先生に相談する学生が多く、周囲の意見を参考にしな

がら進路を決めていることがわかった。 

構築しようとしてい

るモデルの検討に

ど の よ う に 

反映させるか（活

用 手 法 ） 

①高校生のニーズ、シーズに則したカリキュラム開発への発展 ②地域活性

化に向けた高校生への情報提供内容の考察  ③地域人材の確保方法・育成

方法 

 

（３）専門学校生地域就職意識調査 ※報告書後述 資料１５－１，１５－２ 

調 査 名 専門学校生地域就職意識調査 

調 査 目 的 専門学校生の地域就職への意識、就職活動状況を把握し、カリキュラム開発

の中でもキャリア教育・就職支援スキームの開発知見を得る   専門学校生の

将来に対する希望や不安を理解し、キャリアカウンセリングに役立てる 

調 査 対 象 本校・委員会参加校の商業実務課程学生、工業専門課程学生 

調 査 手 法 定量）アンケート調査  

定性）個別面談調査 各学科５名程度 

調 査 項 目 ①就職希望地調査 ②希望する就職先（企業規模・業種等）③就職活動状況

（自己分析時期、活動開始日等）③就職活動で苦手なこと、不安なこと ④社

会人基礎力１２項目 ⑤就職に関する８項目の価値観で調査 ⑥専修学校に

進学して良かったこと、悪かったこと 

分 析 内 容 

（ 集 計 項 目 ） 

定量）①全専門学校生に対する各項目の単純集計各項目の地域別クロス集

計②各項目の分野別クロス集計 

定性）個別面談時の発言録を作成し、内容を整理する。就職および就職活動

に関する価値観・不安要素などポイントとなる発言をピックアップ。調査の目
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的・仮説に関係するワードや、共感が多い発言、類似したワード等を整理す

る。 

調 査 結 果 本校・委員会参加校の商業実務専門課程学生、工業専門課程学生に対して、

実施 

調査７４７名、  回答２０７名、回答率 27.7％ 

●全専門学校生に対する各項目の単純集計について 

１．進路希望 

 回答者の 87.4%が就職を希望しており、最も優先度の高い進路希望地域は県

内（58.9%）であった。 

２．就職希望: 

情報通信業（31.6%）が最も多く、次いでサービス業（28.6%）が多くなってい

た。 

３．仕事選びの基準 

最も重視されているのは「自分の好きな仕事」（66.7%）であり、次いで「自分

の得意が活かせる仕事」（52.2%）や「キャリアが安定した仕事（給与・待遇）」

（46.9%）も重視されていた。 

４．大切にしている価値観 

「お金・経済」（29.0%）が最も優先的に選択された。 

５．就職活動への不安 

「理由はないが、焦りや不安がある」（37.7%）が最も多く、次いで「面接で話す

ことができるか不安」（36.7%）や「自分のアピールポイントがわからない」

（35.3%）といった具体的な不安を抱えている者もいた。 

６．就職活動支援 

 「就職ガイダンスや就職に関する授業」（40.1%）、「面接対策の個別指導」

（35.7%）、「学内企業説明会の開催」（32.9%）、「クラス担任からの個別相談」

（32.9%）などを期待していた。 

７．専門学校への満足度: 91.8%の学生が肯定的に評価していた。 

まとめ） 

専門学校生は、将来について安定した生活を送るための経済的な基盤と、

充実したプライベートの両立を重視していると考えられる。また、地元就職に対

しては、メリットとデメリットの両方を認識した上で、自分にとって最適な選択を
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したいと考えていることがわかった。さらに、就職活動に関する知識や経験が

不足しているため、手厚いサポートを必要としていると考えられた。 

 

●地域別クロス集計について 

クロス集計①：希望する進路の場所（県内／県外）×希望企業規模、希望初任

給、希望年収について 

結論：専門学校生の進路希望地は、希望する企業規模、給与、年収に影響を

与えていた。 

１．企業規模 

従業員 101名以上の企業を希望する割合は、県内希望者で 41.3%、県外希

望者で 51.9%と、県外希望者の方が高い。 

２．給与（月給） 

 県内希望者は「20万円～22万円」が 52.9%と最多であるのに対し、県外希望

者は「22万円～24万円」または「25万円以上」が最多であった。 

３．年収: 県内希望者は「200万円～299万円」が 41.3%と最多であるのに対

し、県外希望者は「400万円以上」が 46.3%と最多であった。 

まとめ） 

県外就職を希望する学生は、より規模の大きい企業で、より高い給与・年収を

得ることを志向する傾向があることがわかります。この背景には、都市部と地

方の経済状況や賃金水準の差、専門学校生のキャリア意識などが考えられ 

 

●クロス集計②：希望する進路の場所（県内／県外）×能力意識 

結論：専門学校生の進路希望地は、能力意識に影響を与えていた。 

１． 自分の意見を伝える力 

 県外希望者の方が、自分の意見をはっきりと伝える力があると認識している

割合が高い。（県内：71.3%、県外：81.5%、差：10.2%） 

２． 自分の意見をわかりやすく伝える力 

県外希望者の方が、自分の意見をわかりやすく伝える力があると認識して

いる割合が高い。（県内：53.7%、県外：64.8%、差：11.2%） 

新しい価値を生み出す力: 県外希望者の方が、新しい価値を生み出す力があ

ると認識している割合が高い。（県内：52.9%、県外：66.7%、差：13.8%） 

３． 目標を設定し確実に行動する力 
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 県外希望者の方が、目標を設定し確実に行動する力があると認識している割

合が高い。（県内：70.2%、県外：81.5%、差：11.3%） 

まとめ） 

県外就職を希望する学生は、自分の能力に対する自己評価が高い傾向が

あった。この背景には、都市部と地方の雇用環境や企業文化の違い、専門学

校での教育内容などが考えられた。 

定性調査 ヒアリング）13人 

●就職および就職活動に関する価値観・不安要素について 

１．労働条件 

 多くの学生が、給与や休日などの労働条件を重視しており、ワークライフバラ

ンスを重視する傾向が見られた。 

２．地元就職: 

地元就職には、安心感や住み慣れた土地であることなどのメリットを感じる

一方、地元企業の選択肢の少なさや賃金の低さなどに不安を感じていた。 

３．就職活動支援 

履歴書の書き方や面接対策などの基本的な指導から、専門的なキャリアカウ

ンセリングまで、幅広い支援を求めています。 

まとめ） 

以上 3点から定性調査より、専門学校生は、安定した生活を送るための経済

的な基盤と、充実したプライベートの両立を重視していると考えられた。 

また、地元就職に対しては、メリットとデメリットの両方を認識した上で、自分に

とって最適な選択をしたいと考えており、就職活動に関する知識や経験が不足

しているため、手厚いサポートを必要としていた。 

●調査の目的・仮説に関係するワードの整理 

１．地域就職 

 多くの学生が、地元あるいは近隣県での就職を希望しており、専門学校生の

地元志向の高さが示唆された。 

２．中小企業 

 地元中小企業への就職に関心を持つ学生がいる一方、企業規模や賃金など

に不安を感じている学生もいた。 

３．ICT（IT） 
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情報系分野の学生を中心に、ICT関連スキルへの関心が高く、自主的に学

習に取り組む様子が見られた。 

４．オープンキャンパス 

オープンキャンパスは、専門学校への進学を検討する上で重要な情報源で

あるとともに、入学後の学びを具体的にイメージできる機会として捉えられてい

た。 

まとめ） 

専門学校生の地元志向の高さ、地元中小企業への関心と不安、ICT関連ス

キルへの関心、そしてオープンキャンパスの重要性が明らかになった。これら

の結果は、今後のキャリア教育や就職支援のカリキュラムを検討していく上で

重要な示唆を与えた。 

構築しようとしてい

るモデルの検討に

ど の よ う に 

反映させるか（活

用 手 法 ） 

① 専門学校生の就職に対する価値観と社会人基礎力・就職基礎力を明確化

し、科目・カリキュラム検討へ反映させる 

（調査結果の活用方法） 

科目・カリキュラム検討では、経済的安定とプライベートを両立させる視点を取

り入れたキャリア教育や、地元就職のメリット（安心感）とデメリット（給与や選択

肢の少なさ）を比較し、最適な選択を促す授業を設計する必要があるためその

視点を導入する。さらに、面接対策や自己 PRのスキル向上など、就職基礎力

を強化する実践的なサポートを充実させる 

② 専門学校生が地域産業に魅力を感じる機会創出の人材育成プログラムの

検討 

（調査結果の活用方法） 

人材育成プログラムでは、地元企業との連携を強化し、インターンシップ・セミ

ナー・共同プロジェクトなどを通じて学生が地域産業の魅力と自身の貢献力を

直接感じられるような機会を創出することが調査結果からも示唆された。 

今後連携企業開拓を進め、地元就職への不安を軽減し、地域産業への関心を

高め、学生の地元志向をキャリアに結びつけることを今後のプログラムへ反映

していくとともに、本事業独自のアントレプレナーシップ実践教育プログラムを

開発していくことで ICTを自然に利活用できる「デジタル・スキル面」、部門横

断的なコラボレーションなども可能にする「ヒューマン・スキル面」が強化できる

プログラムを検討する。 
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（４）高校生地域中小企業説明会実施およびアンケート集計 ※報告書後述  資料１６ 

調 査 名 高校生地域中小企業説明会実施およびアンケート集計 

調 査 目 的 １、地域中小企業の魅力を高校生に伝え、地域就職への関心を高める 

２、地域中小企業と高校生の相互理解を促進し就職するための社会人基礎力

向上への意欲を高める 

  この２点を目的として、参加企業は中小企業、参加者は地域高校生を対象

として説明会を企画し運営する。 

 同時に、地域の高校生、専門学校生等地域の企業へ就職をする対象層へア

ンケート実施する事により、本事業に反映させる。 

調 査 対 象 山口県内の高校生および本校へ進学予定の山口県内の高校生 

調 査 手 法 ・企業説明会へ参加した高校生にＷｅｂアンケート 

・本校へ進学予定の山口県内の高校生にＷｅｂアンケート 

調 査 項 目 ①企業認知度 ②職種認知度 ③就職に対する不安（自身について、企業につ

いて） ④就職をしたい時期 ⑤ 

相談者 ⑥就職の際の決め手（場所、親、賃金、休日数、福利厚生、その他）

⑤説明会を終えて自分が身につけたいスキル 

分 析 内 容 

（ 集 計 項 目 ） 

①参加者数、参加者の満足度②認知度（企業、職種）と地元企業への就職意

識 ③不安要素分析 ④身につけたいスキル分析 

調 査 結 果 ① 参加者数 

説明会参加者が１名/970名配布（0.1％） 

入学予定者が 57名/178名配布 （32.0％） 

② ・参加前の企業認知度:16.7％⇒参加後の企業認知度: 69.1％ 

・職業認知度 

75%以上：営業・販売職 

50～74%：専門・技術的職業（情報・研究等）、教育・研究者、事務職（窓口業務

含む）、医療・保健技術者サービス職 

25～49%：運搬・清掃・包装等従事者、農林漁業作業者、輸送・機械運転従事

者、建設・採掘従事者 

0～25%：保安的職業、生産工程従事者、管理的職業 

③ 不安要素分析  
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・就職に対する不安については、面接への不安、初めての就職活動への戸惑

い、自分に合う仕事・就職先を見つけることへの不安、企業理解などの順で不

安が上げられた。 

・社会人生活における不安については主に円滑な職業生活を送るためのビジ

ネスマナーについて不安を上げていた生徒が多かった。 

④身につけたいスキル分析 

調査結果として社会人としてのマナー: 31人が選択、専門知識を身につける: 

23人が選択、語学力を向上させる: 3人が選択しており、「社会人としてのマナ

ーを学ぶ」と回答した高校生が最も多く、全体の約半数を占めた。 

 

構築しようとしてい

るモデルの検討に

ど の よ う に 

反映させるか（活

用 手 法 ） 

① 高校生のニーズ、シーズに則したカリキュラム開発への発展 

 

・高校生の就職に対する不安: 面接への不安、初めての就職活動への戸惑

い、自分に合う仕事・就職先を見つけることへの不安、企業理解不足などが示

唆された。 

・高校生の就職の決め手: 場所、休日数、賃金が上位を占め、待遇面を重視

する傾向が示された。 

・高校生の相談相手: 親が最も多く、次いで先生、同級生という順で相談者の

多様性が乏しいことが分かった。 

・高校生が身につけたいスキル: 社会人としてのマナーが最も多く、専門知識

も重視していた。 

これらの知見を踏まえ、次年度は PBL授業体験会について、高校生の不安解

消や疑問解決にも繋がるプログラムを構築していく必要がある 

 

②地域活性化に向けた高校生への情報提供内容 

の考察  

・この事業を通じて教育連携企業をつくり、高校生に対して、仕事内容や職場

の魅力、働くやりがいを直接伝える機会を設けるなど、企業との連携を強化す

る。 

 

③地域人材の確保方法・育成方法 
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・例えば、高校の探求の授業に合わせたテーマ設定（地域課題や SDGsなど）

を行い、高校生の興味関心に沿ったテーマを設定。 

グループワークも体験してもらい専門学校生と高校生が混ざり合い、グループ

で課題について話し合うことで学び活性化を深める。 

そしてグループごとに話し合った内容を発表し、参加者全体で共有し、他者の

考えを理解し、多様性への対応力を磨いていく。 

 さらに専門学校生が高校生のアイデアに対して、1年間学んだ専門的な知識

や視点からアドバイスを行い専門学校生にも有益な時間とする。 

なお、評価については、高校教員、専門学校教員、企業、行政、地元経済団体

の方にも協力頂き、考えたことが形になる過程を共に楽しむといった探求の時

間を作ることで高校の授業に組み込み早期人材確保の一助とする。 

高校生が主体的に考え、学び、成長する楽しさを味わいながら、地域企業への

理解を深め、将来のキャリア形成に繋げたい。 

 

 

3-4 開発に際して検討した実証講座の内容  

  （１）地域産業研究 

実 証 講 座 

の 対 象 者 

専門学校 該当学科の１年生 

期 間 

（日数・コマ数） 

令和７年６月～９月（５～１０コマ程度） 

実 施 手 法 山口県や全国の地方都市が直面する具体的な課題に対して、ビックデータを活用

した解決案を提案する。 

①ビックデータ概論から学習をはじめ、例題として小売業のビックデータ活用を学

習する 

②地域経済分析システム（RESAS）などを用いて、現状分析と解決策を考察する 

③グループ単位で解決策を発表し、他グループや指導教員からフィードバックを受

ける 

検 討 結 果 令和７実施予定 

 



29 

 

 

（２）PBL入門（机上調査や企業訪問など） 

実 証 講 座 

の 対 象 者 

専門学校 該当学科の１年生 

期 間 

（日数・コマ数） 

令和７年１０月～令和８年２月（５～１０コマ程度） 

実 施 手 法 データ収集や実際に中小企業に訪れ、中小企業が直面する課題を調査し、データ

に基づいた解決案を提案する。 

①調査準備：事前にデータや情報を収集し、調査企業や業界分野についての予備

知識を習得 

②現地訪問：対象企業で直面する具体的な問題（人材、デジタル化など）を現地で

観察・調査 

③問題分析：現地で得た情報を基に、問題の原因や影響を分析 

④解決案の考察：得られたデータと現地の観察結果をもとに、具体的な解決案を

考察 

⑤報告書作成：調査結果と解決案をまとめた報告書を作成し、発表 

実 証 結 果 カリキュラム作成委員会の検討により、当初予定令和７年度から令和８実施予定

へ変更 

 

（３）PBL（オーダーメイド型 PBL、DX企業課題解決） 

実 証 講 座 

の 対 象 者 

専門学校 該当学科の２年生 

期 間 

（日数・コマ数） 

令和８年６月～９月（１０～１５コマ程度） 

実 施 手 法 PBL入門を深堀するために、業種に合わせた PBL ﾕﾆｯﾄ※を選択実施し、データ

を活用した課題解決案をプレゼンする。 

対象企業：山口県内地域企業（５業種程度） 

 

①初期調査：対象企業と共同で PBL メニューを選択、決定する 

②PBLユニット実施；企業提供されたデータやオープンデータをもとに、課題の詳

細な分析を行う 
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③課題解決案の提案：分析結果を基に、具体的な課題解決策を提案する。プレゼ

ンテーションを行い、企業からのフィードバックを受ける 

実 証 結 果 令和 8年度実施予定 

 

3-5 大学・専門学校等文献調査 ※資料１７ 

 「マネジメント分野」、「情報分野」、「マーケティング分野」に関する学科を有する 

大学のディプロマポリシーを調査し、リンクを収集。（大学 70校 93学部、専門学校複数校） 

 リンク先に示されている大学の学科情報をもとに共通するディプロマポリシーの項目でまとめた資料を作

成し、カリキュラム構築のまとめ資料を作成。 

3-6 年限・カリキュラム案作成とりまとめ ※資料１８ 

  商業分野（マーケティング、マネジメント）・工業分野（ＤＸ）を融合した商業分野に精通したＤＸ推進を推

し進める地域ＤＸ人材育成するためのカリキュラム構築を次の方向性でカリキュラムを作成。 

a.企業連携先のＤＸを実現するためにノーコード開発、ローコード開発ができ、各種データの整合性を

保ったデータベースの構築・運用ができる人材を育成するカリキュラムを作成。 

b.アントレプレナーシップの精神をもって企業連携時に果敢に取り組むため、マーケティングの知識を

学び、データ重視でマーケティングができる人材を育成するカリキュラムを作成。 

c.ＰＢＬで企業ＤＸに係るために業務を可視化するモデリング技法を習得、実践できる人材を育成する

カリキュラムを作成。 

3-7 開発するモデルの検証 

（１）モデルの評価項目と活用方法 

・実証授業後の学生・教員やインターンシップ先企業へのアンケート・ヒアリングにより、 

モデルの有効性を評価する。 

・他の専門学校でも実証を実施し、導入意欲を評価する。 
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a.実施内容と評価 

実施内容 評価者 評価項目（5段階） 

講義 

インターンシップ 

学生 ・授業全体の満足度について自己評価アンケート 

・授業理解度についてレポートのパフォーマンス評価 

・対象学科への興味関心 

・ビジネスにおけるデータ活用の有効性 

・教員の指導 

・ポートフォリオ評価（学修活動を通じた過程で地域課題発見解決す

る手法・知識が身についたか自己、相互評価） 

・地元企業での就労意識度合 

・授業の感想（自由記入） 

教員 ・学生の理解度 

・指導のしやすさ 

・教育効果 

・本学科を導入したいか 

・改善点（自由記入） 

企業・団体 ・実習効果 

・企業の負担 

・IT人材採用のイメージができたか 

・本学科の学生を IT人材として採用したいか 

・本学科設置の有効性 

・改善点（自由記入） 

研修 教員 ・地域課題発見解決する手法・知識が身についたか 

・改善点（自由記入） 

学科周知 高校生 ・対象学科への興味関心 

・地域課題発見解決する手法を学ぶことは有益だと思うか 

 

b.反映方法 

①定量的分析 

各質問項目を集計し、パーセンテージを計算、グラフ化 
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②定性的分析 

自由記入欄を内容ごとに分類 

ポジティブ・ネガティブ意見をグループ化し、共通の課題やテーマを抽出 

③結果の報告 

定量的・定性的分析の結果をまとめ、教員、企業、委員へ共有し、意見を聴取 

④改善策の立案と実施 

委員会にて改善策を議論・立案、具体的なプランを決定 

⑤モデルのブラッシュアップ 

教材の見直し、授業方法の改善、フィードバック方法を検討、次年度に再評価を行う 
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3-8 ホームページの作成他 

（１）ホームページ URL 

下記のとおりホームページを作成した。 

https://yic-sc.com/ 

（２）ページ構成 

トップページ 

「地域中小企業と連携による IT担当者育成・採用促進モデル開発と普及推進事業」 

メニュー：事業概要／実施体制／カリキュラム／学科紹介／成果物 

 

事業概要 

事業の背景・目的 

事業の計画・スケジュール 

 

実施体制 

実施体制表 

 

カリキュラム 

開発するカリキュラムについて 

 

学科紹介 

新設する学科について 

 

成果物 

カリキュラム 

調査報告書 

実施報告書 

（３）周知チラシの作成 資料１９ 

添付のとおり周知用のチラシを作成した。 

https://yic-sc.com/
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第４章 事業終了後に実施予定の取組及び成果の活用方

針・手法 

4-1 事業終了後の取組と成果の活用方法 

１．地域企業との連携で成果を創出 

1-1継続的なカリキュラム改善 

・卒業生就職状況・企業意見を分析し、カリキュラムの定期的な見直し 

・最新技術や企業ニーズを取り入れた教育を提供 

1-2学生満足度と就職の関係把握 

・学生アンケートやインタビューで、求める教育内容や企業連携プログラムを把握 

・カリキュラムやプログラムに反映し、就職に繋がる人材育成を実施 

1-3企業ニーズに合致した人材育成 

・企業と連携し、必要なスキルや知識を習得できるカリキュラムを開発 

・企業講師招聘やインターンシップで、学生の実務経験機会を創出 

２．成果の共有と普及 

2-1全国展開に向けた情報発信 

・事業成果やノウハウを、全国専門学校教育研究会の会員を中心に情報発信 

・研修会開催や報告書作成・配布で、全国の専門学校における理系転換や企業連 

携を推進 

2-2 産学連携推進体制の構築 

・中小企業の社内 IT人材育成を支援 

・他機関担当者向け研修会や事例集作成・配布で、早期企業連携や入社後研修の 

重要性を理解促進 

・産学連携推進人材育成研修で、推進体制を構築 

2-3 持続的な人材確保ができる広報ノウハウ構築 

・高校生が積極的に進学できるような広報ノウハウの構築 

３．期待される成果 

・地域中小企業の IT人材不足解消 

・地域経済活性化 

・学生就職率向上 
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・専門学校の教育力向上 

・地域における専門学校の存在価値向上 

４．まとめ 

本事業は、地域企業との連携強化、学生の満足度・理解度把握、企業ニーズ合致した人材育成

を行い、地域経済活性化と学生就職促進に貢献する。また、成果やノウハウを共有・普及すること

で、全国の専門学校における理系転換や企業連携推進に貢献する。 

また今後、学科新設の過程や産学連携等の事例を発表する場を作る。文科省事業としての成果発

表をオンライン活用により行い、全国専門学校教育研究会の会員の学習の場にも提供していき、さらに

は支援策としてより具体的な個別コンサルティングを行なっていく。 
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第５章 令和６年度事業実施に伴う成果物 

5-1 中小企業・誘致企業人材ニーズアンケート調査  資料１３-1 
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5-2 中小企業・誘致企業人材ニーズヒアリング調査  資料１３-２
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5-3 高校生地域進路意識調査 資料１４
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5-4 専門学校生地域就職意識アンケート調査 資料１５-1
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5-5 専門学校生地域就職意識ヒアリング調査 資料１５-２
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5-6 高校生地域中小企業説明会実施およびアンケート集計報告書 資料１６
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5-7 大学・専門学校等文献調査 資料１７ 

複合系 
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情報系分野
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経営マーケティング分野
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ビジネス分野
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シラバス専門学校調査
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5-8 年限・カリキュラム案作成とりまとめ  ※資料１８
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5-9 周知チラシの作成  ※資料１９ 
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第６章 次年度以降に向けて 

6-1 次年度以降の取組 

令和 6年度の事業実施内容・結果を踏まえ下記について、更に進展させていく。 

（１）令和 7年度・令和 8年度の事業予定 

【令和 7年度】  

a.事業実施体制の構築(６月～） 各５回委員会実施（ハイブリット形式） 

  ・事業推進委員会 

  ・カリキュラム作成委員会 

  ・調査・普及委員会 

  ・企業連携委員会 

  ※事務局にて調整して運営する 

b.「調査・普及」 

・連携高校・学校体験会 開発 PBL体験実証講座（アンケート調査） 

・連携高校・連携企業開拓（高校生 PBL実証対象） 

・高校生対象 カリキュラム・学科説明 PR動画作成 

・海外教育情報整理 

c.「カリキュラム作成」 

・一部科目別シラバス・コマシラバス作成 

・一部教材（動画含む）作成 

・一部実証講座 実施 

・教員研修 

d.「企業連携」 

・連携中小企業・誘致企業連携先交渉 

・海外研修先選定交渉 
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e.「成果報告等」 

・学科説明用動画、学科説明用プレゼン資料 

・シラバス・コマシラバス・教材作成   

・年間報告書 作成 

・新設学科申請書 作成準備 

・ホームページ作成 

 

【令和 8年度】  

a.事業実施体制の構築(６月〜）各５回委員会実施（ハイブリット形式） 

  ・業推進委員会 

  ・カリキュラム作成委員会 

  ・調査・普及委員会 

  ・企業連携委員会 

  事務局にて調整して運営する 

b.「調査・普及」 

・連携高校・学校体験会 開発 PBL体験実証講座（アンケート調査） 

・連携高校・連携企業開拓（高校生 PBL実証対象） 

・高校教員・保護者対象 カリキュラム・学科説明 PR動画作成 

・海外教育情報整理 

c.「カリキュラム作成」 

・一部科目別シラバス・コマシラバス（改訂） 

・一部教材（動画含む）作成 

・一部実証講座 実施 

・教員研修 

d.「企業連携」 
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・連係中小企業・誘致企業 PBL・企業実習実証 

・企業対象学科説明会 

e.「成果報告等」 

・調査報告書 作成・印刷 

・カリキュラム案 作成   

・成果報告書 作成 

・新設学科申請書 提出 

・ホームページ作成 

6-2 次年度に向けて 

令和 6年度の成果を踏まえ、次年度は調査・普及、カリキュラム開発、企業連携をさらに強化し、地域におけ

る DX人材育成の実効性を高める。調査・普及面では、高校生や専門学校生の進路・就職意識のさらなる分析

を進め、企業とのマッチングを促進するための新たなアプローチを検討する。特に、PR動画の活用を通じて、高

校生・保護者・教員への情報発信を強化し、地域の中小企業に対する理解を深める。 

カリキュラム開発では、PBL（課題解決型学習）の実証講座を本格実施し、企業との協働を通じた実践的な教

育を強化する。科目別のシラバスや教材開発を進め、実証授業を通じて教育効果を評価・改善する。さらに、企

業連携を拡大し、インターンシップや PBLを活用した実務教育の機会を増やし、即戦力となる人材の育成を図

るプログラムの確立を目指す。 

また、新設学科の申請準備を進めるとともに、全国の専門学校との情報共有を強化し、持続可能な人材育成

モデルの確立を目指す。 

以上 
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